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特集●高年齢者の活躍と雇用

改正高年法の「社会貢献事業」は
企業ボランティア活動か？

小野　晶子
（労働政策研究・研修機構副統括研究員）

本稿は，改正高年法で定める「社会貢献事業」のしくみに注目し，先行研究から「ボラン
ティアとは何か」を「自発性」と「無償性（非対価性）」の視点で検討する。また，企業
が非営利活動を行う意味と方法について英国の企業ボランティアの草創期の事例から日本
に必要な知見を見い出す。改正高年法の「社会貢献事業」は，一般的にイメージされるボ
ランティア活動ではなく，契約によって成立する有償活動であり，なおかつ労働者性を認
められない方法で実施することが求められている。これは「純粋な有給労働者」と「純粋
な無償ボランティア」との中間領域に位置する働き方と捉えられる。労働者でなくボラン
ティアであるためには，自発的な活動参加の方法を担保した納得性の高い仕組み作りが求
められる。同法の「社会貢献事業」は企業によって行われるものであり，「企業ボラン
ティア」の一種として捉えることが出来る。欧米では大企業を中心にさかんに行われてお
り，英国では特に「企業アソシエーション」での形態が特徴的である。また，企業ボラン
ティアは従業員の能力開発や満足度を高め，ひいては定着率や生産性を高める副次的効果
があると言われている。しかし，従業員の自主性を削ぎ会社主導の事業になると反感を買
うことになろう。改正高年法の「社会貢献事業」が契機となって，よりよい形で企業ボラ
ンティア活動が普及することが望まれる。
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Ⅰ　問 題 提 起

　令和 3 年 4 月 1 日，70 歳までの就業確保を事業
主の努力義務とする改正高年齢者雇用安定法（以
下，改正高年法）が施行された。5 つの就業確保措
置のうち，2 つは雇用以外の「創業支援等措置」

で，事業主と業務委託契約を締結してフリーラン
スで就業する制度や，社会貢献事業に従事する制
度を導入することを示している。改正高年法で
は，「65 歳以降の者については，就労に対する考
え方のほか，体力や健康状態その他の本人を取り
巻く状況等が，65 歳以前の者と比べても個人差が
大きく，より多様なものとなるため，企業に対し
て 70 歳までの就業機会の確保を求めるに当たっ
ても，こうした事情に配慮した制度設計とするこ
とが重要である」1）とし，雇用の枠を超えた高年
齢者の活躍の場を作ることとなった。
　創業支援等措置の「社会貢献事業」は，高年齢
者が雇用の枠を超えて活動する制度であるが，有
償の活動が条件となるため，一般的にイメージさ
れるボランティア活動ではない。やや雑な表現だ
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が，「純粋な有給労働者」と「純粋な無償ボラン
ティア」2）との中間領域に位置する働き方である。
はたしてこの働き方をどのように捉えればよいの
だろうか。ネガティブに捉えれば，曖昧であるが
故に労働者性の問題等を内包する可能性があると
いうことになる。しかし，一方で，同法の意義を
ポジティブに捉えれば，高年齢者の就労確保と共
に，企業が社会貢献事業を自ら行ったり，NPO

（非営利組織）等に出資したりすることが促進さ
れ，従業員が持つ経験や技能が社会へ還元される
ことが期待できよう。「企業ボランティア」の推
進という観点からも，今後の広がりに影響を与え
る可能性がある。
　本稿は，改正高年法の創業支援等措置の「社会
貢献事業」に注目し，ボランティアとは何かに立
ち返り，企業が行う社会貢献活動の意義と課題に
ついて論じたい。次節のⅡでは，日本における高
年齢者のボランティア活動政策について概観し，
続いて改正高年法の「社会貢献事業」のしくみに
ついて説明し，論点を示す。それを受けてⅢで，
ボランティアの「自発性」と「無償性」に焦点を
あてて，これまでの研究を整理する。Ⅳでは，営
利企業が非営利の社会貢献活動を行う意味と方法
について，企業ボランティアの先行研究と草創期
の英国の事例を取り上げ，その運営方法や，企業
と従業員にもたらす効果と課題について言及す
る。最後に改正高年法の「社会貢献事業」におけ
る課題を検討する。

Ⅱ�　高年齢者のボランティア政策と改正
高年法における「社会貢献事業」

１　高年齢者のボランティア政策の概観

　高年齢者がボランティア活動の担い手として政
策の中で認識されるようになったのは，1970 年
代，日本が高齢化社会への変化を感じ始めた時期
であった。社会教育としてのボランティア活動が
推奨されはじめ，政府の審議会 3）の俎上に載り，
特に高年齢者に対しては，「生きがい」を見い出
すものという観点で捉えられはじめる 4）。
　1980 年代に入ると，未曾有の経済的繁栄の中，

高齢化社会の進行と福祉分野のニーズの拡大に対
し，ボランティアが福祉の担い手として，活用・
促進を要請する提言が多くなされた 5）。「有償ボラ
ンティア」といわれる働き方が主に高齢者福祉分
野で登場するのもこの頃である 6）。シルバー人材
センターもこの頃「第三の働き方」として高齢者
就労の 1 つの在り方として考えられるようにな
る 7）。
　1990 年代に入ると，社会保障領域でのボラン
ティア政策が進み，福祉サービスにおいて人々の
参加を促す文書が多く発出され 8），ボランティア
推進にかかわる制度的枠組みが作られていく。そ
んな中，阪神淡路大震災が起こる。1995 年は「ボ
ランティア元年」と称され，1998 年には NPO 法

（特定非営利活動促進法）が施行されるに至る。ボ
ランティア活動は一気に広がりをみせ，利他的な

「奉仕」や「慈善」といったイメージから，「自己
実現」や「生きがい」「仲間づくり」「支え合い」
といった，より楽しく自分自身にも有益な行動と
して認識され，学校教育や生涯学習といった教育
政策の領域でも推進されていくようになる 9）。
　2000 年代に入ると，団塊世代の定年退職によ
り，高年齢者のボランティア活動が注目され，受
け皿となる NPO の設立が相次いだ。高年齢者の
これまで培ってきた経験や技能を社会に還元し，
また彼らの地域コミュニティでの生活のソフトラ
ンディングを手助けし，セカンドキャリアとして
生きがいを創出するといった文脈を数多く目にし
た。一方で，高年法において 2006 年に 65 歳まで
の雇用確保が義務化され，継続雇用が広がりをみ
せたこともあって，結局それほど多くの高年齢者
がボランティアのフィールドに足を踏み入れるこ
となく，NPO セクターは半ば肩透かしを食らった
ような形になった 10）。
　その後，2011 年に東日本大震災が起こり，日本
のボランティアや NPO セクターの状況は新たな
フェーズに入ったといってもよいだろう。それは
企業や行政といった異なるセクターとの連携が加
速度的に進み，セクター自身も成長したことにあ
る。1 団体あたりの財政規模や有給職員数も増加
してきており，高年齢者や女性だけでなく，若
年，中年層の男性が活動する姿もみられるように
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なってきている 11）。
　この数年，国が「成長戦略実行計画」の中で，

「人生 100 年時代」という文言を使い，生涯現役
で社会参加を呼びかけるに至り，ここにきて再び
雇用以外の有償労働，すなわちシルバー人材セン
ターやワーカーズコレクティブといった「第三の
働き方」や「生きがい就業」がまたにわかに脚光
を浴びつつある 12）。貨幣化されない活動もシャド
ーワークではなく，社会的有用労働として再認識
されつつあることは，改正高年法に「社会貢献事
業」が導入されたことをみても明らかである。

２�　改正高年法における「社会貢献事業」のしくみ
と論点

　ここでは改正高年法における「社会貢献事業」
について説明し，論点を抽出したい。改正高年法
における「社会貢献事業」は，就労政策の 1 つで
あり，直接的にボランティアを推進する政策では
ない。しかし，高年齢者の多様な就労ニーズに沿
った結果，間接的に企業ボランティアや社会貢献
活動が発展していく可能性はある。
　改正高年法では，企業に対して高齢者の就業機
会の確保及び就業の促進として，65 歳から 70 歳
までの高年齢者就業確保措置，すなわち，①定年
引上げ，②定年廃止，③継続雇用制度の導入，④
継続的に業務委託契約する制度の導入，⑤社会貢
献事業に従事できる制度の導入のいずれかを実施
することを努力義務として定めた。④と⑤は「雇
用以外の措置」で，導入するにあたっては，創業
支援等措置の実施に関する計画を作成した上で，
過半数労働組合等の同意を得る必要がある。④継
続的に業務委託契約する制度は，企業にとっても
比較的理解しやすく，こういった商取引は現行で
も馴染みがある。しかし，⑤社会貢献事業に従事
できる制度は，あまり馴染みがなく，運用につい
てのイメージが湧きにくい。
　同法では高年齢者が従事する「社会貢献事業」
のしくみは 2 つ示されており，1 つは a）事業者が
自ら実施する社会貢献事業，もう 1 つが b）事業
主が委託，出資等する団体が行う社会貢献事業で
ある。つまり，事業を自社で行うか，お金をNPO
等の団体に渡して活動に参加するかのいずれかの

形をとる。b）の場合，事業主と受け入れ側の
NPO 等との間に出資（資金提供）を受ける代わり
に，社員を 70 歳まで受け入れるという契約を取
り交わす必要がある 13）。また，「制度の対象となる
事業は高年齢者に役務の提供等の対価として金銭
を支払う有償のものに限ること」とされ，つま
り，いわゆる一般的なボランティア活動ではな
く，かといって出向のような雇用形態でもない，

「純粋無償のボランティア」と「有給労働」の中
間形態での活動となることが想定される。
　図 1 は，厚生労働省が示している改正高年法の

「社会貢献事業」の手順と契約方法のイメージで
ある 14）。高年齢者との契約については，「基本契
約」と「個別契約」に分けて示されている。「基
本契約」は，高年齢者と事業主または NPO 等と
の間で，その事業にかかわる高年齢者の共通事項
について契約し，その上で「個別契約」として参
加依頼書等により活動条件を示し，当該者が承諾
することで成立することになる。事業主が NPO
等に委託あるいは出資して事業を進める場合に
は，組織間で委託・出資等を行うことと，高年齢
者を「社会貢献事業」に従事させる機会を提供す
ることの契約があらかじめ必要となる。この事業
は有償活動によって行われるが，「高年齢者に支
払う金銭については，業務の内容や当該業務の遂
行に必要な知識・経験・能力，業務量等を考慮し
たものとすることが必要である」15）とされ，契約
においては「1 回の個別契約ごと」「1 活動ごと」
のような，業務の実施状況等に適した具体的な支
払い頻度を記載」16）することが求められている。
また，同事業の運用にあたっての Q&A の中で
は，「社会貢献活動の設計に際しては，ボランテ
ィア活動が自発的な意志に基づく活動である趣旨
に鑑みて，例えば，契約で定められた範囲のボラ
ンティア活動を具体的にいつ行うか等について，
高年齢者に参加の諾否の自由がある等，労働者性
が認められない方法で規定する必要があります」
と記載されている 17）。このように，同法の「社会
貢献事業」は，契約によって成立し，有償活動で
あり，なおかつ労働者性を認められない方法で実
施することが求められている。
　この事業を「雇用以外」の働き方，すなわちボ
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ランティアとしてみた時，2 つの疑問が浮上する。
1 つめは「この事業に参加する人は，ボランティ
アなのか」ということである。通常，ボランティ
アは「自発性」「無償性（非対価性）」「公益性」
の 3 つの定義で説明されることが多いが，事業主
側が規定し先導する事業に，有償を条件として参
加する活動形態は，はたして「ボランティア」と
いえるのだろうか。
　2 つめは「なぜ営利企業が非営利の社会貢献活
動を行うのか」という疑問である。NPO 等の非営
利活動を行う団体の目的は「ミッション」であ
り，利益を上げることよりも優先されるが，企業
は利益の最大化を目的とする営利組織である。近
年，CSR や SDGs といった文脈で企業の社会的責
任を問われる場面が増えているが，営利企業にお
ける非営利活動という相反する行動をどのように
考えたらよいのだろうか。

Ⅲ　ボランティアとは何か

　そもそも「ボランティア」とは何か，どのよう
に論じられてきたのかについて整理をしておきた
い。特に，先に述べた改正高年法の「社会貢献事

業」に対する 1 つめの疑問，「事業主側が主導」
「有償が条件」の活動に参加すること，すなわち
「自発性」と「無償性（非対価性）」の問題につい
て考える。

１　「自発性」

　 ボ ラ ン テ ィ ア（volunteer） は， ラ テ ン 語 の
voluntarius「自発的な，自由意志」という語源か
ら来ている。ボランティアの語源でもある「自発
性」は最も重視される要素として捉えられてい
る。一方で，ボランティア活動の中には真の自発
性や自由意志によらない，特定レベルの強制を伴
う可能性があるものもあると，Rochester et al. 

（2010）は指摘している。例えば，学校教育上の
ボランティアプログラムや，企業における従業員
参加のボランティア活動等，自身の所属する組織
の一員としてボランティアにかかわる場合であ
る。Cnaan, Handy and Wadsworth（1996）は，ボ
ランティアを多面的に捉え，「自由意志と義務と
の間でボランティア参加を自由に選択する」とし
ている。労働政策研究・研修機構（以下，JILPT）

（2015）の NPO 法人で活動する個人に対する調査
結果からも，活動参加の理由として「義理，断り

図 1　改正高齢法の社会貢献事業のスキームイメージ

出所：厚生労働省（2021：12）より筆者作成。

高年齢者

基本契約

事業主or団体

承諾

個別契約

参加依頼書等において
詳細を規定

（業務内容，支払金額，etc.）

高年齢者と締結する業務委
託契約における共通事項

委託契約その他の契約

高年齢者事業主or団体

事業主とNPO等との契約

※事業主が委託又は出資する団体が実施する事業に高年齢者が従事する場合，
　事業主と団体の間で社会貢献事業に従事させる機会を提供することを約する
　契約を予め締結する必要がある。

業務に従事する機会を
提供する契約

団体事業主

委託・出資等

 



日本労働研究雑誌66

きれなかったため」に「あてはまる（あてはまる
＋ややあてはまる）」とした割合が 14.1％あり，
JILPT（2020）の大企業の正社員に対する社会貢
献活動の意識を探る調査の中でも，活動参加のき
っかけについて，「義務，義理，輪番等」と答え
た割合は 8.7％ 18）となっている。このように，ボ
ランティアの中には一定数，必ずしも自発的でな
い層が存在する。
　日本でのボランティアの「自発性」の変容を追
うと 19），戦前期の「自発的」な「奉仕」が戦争へ
の動員につながったこともあり，その反省から戦
後は長らく「動員」という言葉の逆説的意味合い
として「自発性」が使われてきた。1968 年に全社
協が示した「ボランティア活動要綱」では，ボラ
ンティアは「国家の「動員」ではなく，社会の側
における自発的な活動である点が示され」，一方
で「ボランティアの自主性という原則を失わない
こと」を条件に公金の導入や委嘱，任命制といっ
た制度化されたボランティアを認めるようになっ
たとされる 20）。この辺りから「自発性」は政治，
思想的な観点が徐々に緩み，本来のボランティア
自身の意志（自発性＝自主性）に基づく位相に変
化していく。その後，ボランティアは個人的効用
や内発的動機に基づいた「自発性」が考えの主流
となり，1990 年代に入ってボランティアや NPO
の政策がより積極的に推進されていく。この頃，
学校教育の領域でもボランティアが導入され，そ
の「自発性」について議論が繰り広げられたこと
が記されている 21）。このように，日本におけるボ
ランティアの「自発性」の解釈は，歴史的経緯か
らやや複雑な様相を帯びており，デリケートな部
分であるともいえる。

２　「無償性（非対価）」

　ボランティアの要件である，「無償性（非対価）」
は「労働の対価がない」という意味で，金銭的報
酬や活動費用などを受け取っているケースを否定
するものではない。
　Anheier et al.（2003）は，ボランティアについ
て，「対価がないこと。実際に報酬や金銭的見返
りを受け取るケースもあるが，これは「労働の対
価」ではなく謝礼や経費である」と説明する。ま

た，Cnaan, Handy and Wadsworth（1996）は，ボ
ランティアが受け取る報酬を，以下のように 4 分
類している。①全くの無償（Non at all），②予期
せぬもの（Non Expected），③実費弁償（Expenses 
reimbursed），④謝礼・廉価な支払い（Stipend/
Low pay）。実際に，非営利組織では理事や役員
の中で謝礼を受け取る者や，ドイツ，フランス，
アメリカ等，一定の条件下で活動するボランティ
アには公的補償が適用される国もある 22）。日本で
も 1980 年代から有償ボランティアという活動形
態が始まり，主に福祉，介護分野の「助け合い活
動」として定着している 23）。
　Anheier らは，「純粋な無償ボランティア」「純
粋な有給労働」ときれいに分類することは難し
く，この中間領域が広がりつつあると指摘してい
る。有償であったとしてもすぐさま労働者として
判断されるわけではないが，この中間領域が広が
ることは，労働者性を内包する問題が起こる可能
性が高まるといえるだろう 24）。
　実際に，英国では，1990 年代後半から徐々にボ
ランティアが労働者として判断されるケースが増
加してきている。英国は日本と同様にボランティ
アは労働法の適用外であり，ボランティアが活動
条件等を不服として申し立てるには，雇用審判を
起こし労働者として認められる必要がある。訴訟
内容は，ボランティアから外されたこと 25）や，団
体でのインターンやトレーニングを兼ねたボラン
ティア活動期間中に辞めた時に，団体から費用の
弁済を求められたこと 26）に対する不服の申し立て
で，いずれも使用従属性や時間管理などの拘束
性，報酬の性格の他，ボランティアを規定する自
発性についても判断されている。こういった争い
を避けるため，英国の NPO 等のボランティアが
いる団体では，ボランティアと法律を理解し，活
動を始める前に活動内容や役割についてのイメー
ジをつかんでもらうなど，ボランティアとの合意
形成をしっかり取り，自発性を重んじることに気
を付けてボランティアを活用するようになってき
ている 27）。
　日本の「有償ボランティア」の労働者性にかか
わる判断はまだ極めて少ない。労働法ではなく税
法上の判断で労働者とされた最初の判例は，2004
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年のいわゆる「流山裁判」であった 28）。裁判の争
点は，「有償ボランティア」の活動による収益

（有償ボランティア活動から発生する「寄付」部分）
が法人税課税の対象になるかであり，間接的に

「有償ボランティア」の働き方が，税法上の「労
働」にあたるかが判断された（税法上の「労働者」
は，労働法上の範囲とは異なり，請負も含んで広く
解釈される）。本件では，「有償ボランティア」の
活動は「客観的にみて請負業」と判断され，収益
は法人税課税の対象となった。これ以降，有償ボ
ランティアをめぐる法律問題は注視され同様の活
動を行う NPO の「有償ボランティア」の在り方
に大きな影響を与えている 29）。
　山口（2003）は，有償ボランティアの法適用の
1 つの可能性として，ボランティアとしてのサー
ビスの提供は，形の上では有償であっても，実質
的には無償で対価性がなく好意の関係であって純
粋の法律関係ではないケースもありうるとする。
小野（2007）は，有償ボランティアの参加動機が
有給職員と異なることを指摘し，労働者性の判断
には，外形的な働き方だけでなく内在的意識にも
注目する必要があると指摘している。ちなみに，
有償ボランティアの仕事内容が有給職員に近づい
てくると，内在的意識も有給職員に近づく可能性
も示している。
　労働法上の労働者性の判断が行われた「ボラン
ティア」活動としては，2016 年の「領事シニアボ
ランティア事件」がある。本件は，上海勤務の領
事シニアボランティアが業務上傷害の治療費の負
担をめぐって，労働基準法の適用が争われた。当
該シニアボランティアの就業実態から，総領事の
指揮・監督の下で，領事館の領事業務ないしそれ
に密接に関連する業務に従事して労務を提供し，
その対償として手当や住居費の支給を受けていた
として，労基法上の労働者に当たるとする判断が
行われている 30）。
　ボランティアの労働者性の判断について，皆川

（2020）は，「役務提供にあたり無給とされたり，
僅少な報酬や謝礼しか受け取っていないケースで
も，役務提供の内容，態様等から労基法上の労働
者と評価するにふさわしい者については労働者性
を肯定し，最低賃金法の適用など労働法上の保護

を及ぼしうる一方で，研修目的やボランティア活
動による役務提供が仮に労働者に近似した指揮監
督下で行われるとしても，客観的な事情から賃金
を対価とすることを期待していないと評価される
場合には労働者には当たらないとする判断も可能
となる」としている。
　以上の議論をまとめると，ポイントは，有償か
無償かというよりも，使用従属性の強さと共に活
動者本人の自発性やどのような意識で活動するか
ということが重要ということになる。企業が社会
貢献活動を行う場合，活動者は集団の同調圧力に
より受動的になり「義務感」が生まれやすくな
る。この心情は，労働者とボランティアの中間領
域の働き方においては特に不満につながり，火種
になりやすい。
　改正高年法の「社会貢献事業」に引き付けて考
えてみると，事業主である企業には活動条件に対
する事前の合意形成だけでなく，「ボランティア」
についての理解を深めることや，自発的な活動参
加の方法を担保した納得性の高い仕組み作りが求
められるだろう。

Ⅳ�　営利企業が社会貢献活動を行う意味
と方法―「企業ボランティア」を中心に

　ここからは，営利企業が非営利の社会貢献活動
を行う意味と方法について考える。近年，欧米諸
国を中心に企業の社会貢献活動がさかんに行われ
ている。社会貢献の形態としては，寄付のような
金銭的貢献と，従業員が活動にかかわる人的な貢
献―「企業ボランティア」がある。米国では，
Fortune500 に選ばれた企業のうち，約 9 割が企
業ボランティアプログラムを実施しているといわ
れている 31）。英国では企業を通じてボランティア
活動を行った人は約 1 割 32）という調査結果が出て
おり，ボランティアの中では主流ではないもの
の，ボランティア団体や中間支援組織に対する定
性的調査からみると，新規にボランティアを始め
たいという企業からの問い合わせがこの 10 年で
増加していると報告されている 33）。
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１　「企業ボランティア」の定義と発祥

　「企業ボランティア」は，英語圏では“corporate 
volunteering”や“employee volunteering”と呼
ばれ，「雇われている個人が，外部の非営利組織
ないしはチャリティグループ（組織）のために，
計画的な参加活動期間内に時間あるいはスキルを
捧げる活動」34）（Rodell 2013）や，「地域社会に時間
やスキルを使ってボランティアを行いたいと思う
企業の従業員とその家族が行うもので，フォーマ
ル 35）な企業組織がボランティアプログラムを組ん
で行うもの」36）（Peterson 2004）と説明される。す
なわち，企業ボランティアを定義づける 3 つの要
素としては，①時間的な寄付であること，②計画
的な活動であること，③組織的な活動であること
で，個人のボランティアとは区別して考える必要
がある。
　企業ボランティアは，企業文化が根強い米国で
先んじて始まっており，米国では 1970 年代以降，
英国や欧州においては米国より少し遅れて 1980
年代後半から 1990 年代から徐々に広がっていっ
た 37）。英国では，もともと教会の貧困救済行為

「チャリティ」やボランティア活動や寄付行為が
さかんであり，また，貴族階級の思想である「身
分の高い者は，恵まれない者に施す（noblesse 
oblige）」は，経営者などの社会的立場にある者の
責任と認識されており，上流クラブの活動文化も
背景となっている。しかし，いずれも個人のイン
フォーマルな活動であり，福祉は官が担うべきと
いう社会的風潮も根強く，企業の中核をなす思想
は，納税によって福祉国家に参加していれば足り
るという考えであった。
　英国での企業の社会貢献活動の広がりは，1970
年代からの深刻な経済不況に関係している。1979
年に労働党から保守党に政権が代わると，大きな
政府から小さな政府へと転換をしていくことにな
る。1980 年代，政府は多くの福祉分野から手を引
き，民間セクターの参入を促し，学校教育も公立
から私立への比率が高まり，年金も給付水準が低
下していった。失業率の高まりは特に深刻で，生
活保護，職業訓練，雇用促進等の施策も進められ
たが，若者と急増する移民等マイノリティの失業

は大きな社会問題となり，チャリティ団体他，民
間セクターへの委託，協力等により官民協働体制
で取り組まれるようになった 38）。
　このように，社会問題が極めて深刻なレベルに
まで進行し，コミュニティの荒廃が企業経営にま
で影響を与えるようになると，政府の緊縮財政に
より抜け落ちる社会サービスを補完するために民
間セクターが動き始めることになったのである。

２�　企業ボランティアプログラムの運営方法と効果
―英国の初期事例から

　1980 年代後半の英国企業ボランティアの草創
期について，ベケット・笹川平和財団編（1990）

『英国のコーポレート・シチズンシップ実例集』
に収録されている事例からみていきたい。この報
告書はその当時の英国企業の社会貢献活動の行わ
れ方や目的，効果について詳細に書かれており，
現在の日本に必要な知見を見い出すことができ
る。

　（1）企業ボランティアの運営方法
　同報告書の事例 39）から，企業の社会貢献活動の
運営方法を分類すると，図 2 のように 3 つのパタ
ーンに分けられる。パターン 1 から 3 に向かって
より大規模な取り組みになる。なお，パターン 1
の自社単独の活動も行いながら，パターン 3 の企
業アソシエーションにも加入している企業もあ
る。
　パターン 1 は基本的に自社内もしくは自社グル
ープ内に非営利の運営主体を持って社会貢献活動
を行う。事例 1（同報告書掲載順，以下同じ）では
大手自動車部品メーカーが，自社 OB 組織に出資
して，「ビジター」という約 850 人の OB のボラ
ンティアによって，全国約 2 万人の OB を担当地
区ごと訪問して生活相談に乗るという活動であ
る。事例 6 は，最大手石油会社である BP 社の工
場閉鎖地域において，土地の譲渡と資金融資を行
い，社会的企業を設立して，中小企業支援および
コミュニティの雇用創出支援を行う活動である。
2 年間で 90 社に対し 120 件の融資を実行し，そ
の結果 760 人の雇用が創出されている。
　パターン 2 は，企業が NPO 等を選定して協働
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するパターンである。自社の所在地域のコミュニ
ティ支援や，支援のテーマに沿った分野の NPO
等と協働する企業もある。事例 4 の大手保険会社
は，自社からの拠出と従業員の寄付により自社基
金を創設し，本社所在地域で活動する団体を支援
している。事例 8 の大型小売業（マークス・アン
ド・スペンサー社，以下 M&S 社）は，全国の店舗
がある地域の NPO 等に対し，若者の職業訓練や

雇用創出，教育機関，コミュニティ活動分野等を
支援している。また，常時 25 人の中堅社員を，
期限を限って出向させている。新人に対しては 3
カ月から 6 カ月の短期出向のプログラムもあり，
研修の目的も担っている。
　パターン 3 は，社会貢献活動のプロジェクトに
複数企業が結束して行う「企業アソシエーショ
ン」で，地域の NPO 等や行政等も巻き込む大規

図 2　企業ボランティアの運営方法

出所：ベケット・笹川平和財団編（1990）の事例より筆者作成。

パターン１
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・OB組織による自社の定年退職者の生活相談（事例 1）
・自社グループの社会的企業による工場撤退地域の中小企業，
　起業支援（事例 6）
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・イーストロンドン協定（事例 2, 3）
・PYBT；皇太子記念成年事業トラスト（事例 7）

・プロジェクト・フルエンプロイ（事例 9）
・芸術援助企業連合（事例10）

協定、トラスト等
アソシエーション
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模なものである。各企業は活動に金銭的，人的な
支援を行う。国や行政は補助金や地域の政策等で
バックアップする。米国では企業単独で社会貢献
活動に取り組むことが多いが，英国では複数の企
業で「アソシエーション」を組んで行われる傾向
があるという。事例 2 と 3 は，イーストロンドン
協定を取り上げている。イーストロンドン地区で
は，失業と貧困が深刻で，教育水準も低水準であ
った。バークレイズ銀行，BP 社，BT 社をはじめ
とした英国を代表する大企業や，有名中小企業が
中心となって協定を結び，青少年向けの職業教育
プログラムを展開した。協定には地域の学校をは
じめ，国防省や BBC といった国の機関も入り，
運営は複数企業が出資する「エンタープライズ・
エージェンシー」40）が行っている。事例 7 の食品
製造会社はリバプールの工場閉鎖に伴い基金を創
設し，チャールズ皇太子が創設した青少年の起業
支援のトラストに加入して事業を行っている。ま
た同トラストに定年退職前の社員を常時 12～15
人を出向させている。事例 9 は，バークレイズ銀
行が先行して行っていた社会貢献活動が「プロジ
ェクト・フルエンプロイ」という社会的弱者に対
する職業訓練の活動として約 370 社の企業アソシ
エーションとして広がり，各企業が事業運営に社
員を出向させ，国の補助金を得て行われている。
また，有名なスポーツ選手が会長に就任して，寄
付者に対して催しに参加できる特典を付けるな
ど，新たな支援者を呼び込んでいる。

　（2）社会貢献活動の目的と副産物的効果
　上記事例に出てくる企業が社会貢献活動に参加
する第一の目的として挙げているのは，コミュニ
ティの持続可能な安心，安全を確保することが企
業の社会的責任であるということ，そして次に株
主等へのアピールも含めた企業のイメージ向上で
ある。それらの社会的貢献が間接的に長期的に自
らの利益にはね返ってくるという論理である。事
例企業のトップらは次のように語っている（以下，
引用部分の下線部は筆者による）。

「当社は，企業，コミュニティ，公共部門を結ぶ
パートナーシップのリーダーとなろうと考えたの
です。健全なコミュニティのために協力すること

が企業としての責任であるだけでなく，会社の長
期的利益にもつながることを証明することによっ
てね。コミュニティの問題に積極的に取り組む企
業は二つの責任を果たすことになります。つま
り，まず第一に進取の気風と繁栄に満ちたコミュ
ニティを作り出すことによって，安定した市場を
作りだすという株主に対する責任，次にコミュニ
ティの生活水準をひきあげることによるコミュニ
ティの人々に対する責任です」（事例 2，イース
トロンドン協定発起人のビール会社会長）

「昨今では，会社がコミュニティのことに関心を
よせると株主が喜び，無関心だとかえって批判的
になるという具合で，企業にとって利益というも
のを幅広い目でみることが一般化しつつありま
す」（事例 4，大手保険会社コミュニティ部長）。

「当社の事業を成り立たせる健全な事業環境を作
り出し，社会の安定に貢献することが道義的に正
しく，商売上も重要だ」（事例 8，M&S 社会長）

「コミュニティが衰退すれば銀行も衰退するし，
コミュニティが栄えれば銀行も栄える，というの
が我々の認識です。もともと銀行の支店長という
ものはコミュニティ活動の中心だったのです。そ
の職業上の専門知識からして，コミュニティに関
係するプロジェクトには大小を問わず巻き込まれ
ざるを得ません。仕事を離れても，休日や退社後
に地元のボランティア団体の有力メンバーとし
て，財務面の面倒をみたり募金の手伝いをしたり
する例も多い。もちろん，銀行としてもコミュニ
ティに対する義務と責任がありますから，顧客や
株主の了解を得られるような形でしかも実効ある
方法でコミュニティに貢献したいと考えていま
す」（事例 9，バークレイズ銀行会長）。

　1970～80 年代，英国が経済不況で失業率が高
まる中で，企業は社会からの批判をかわし，株主
にアピールする上でもこういった行動を示すこと
が必要であった。
　社会的要請に押されるようにして始まった企業
の社会貢献活動は，やり始めてみると意外にも副
産物的な効果を従業員や企業にもたらすことが報
告書の中でも語られている。その語りは，おおよ
そ以下の 4 つに分けられる。1）会社へのロイヤリ
ティが高まり定着率が上がる，2）会社イメージが
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向上し優秀な人材を確保できる，3）異なるフィー
ルドでの経験によって新たな能力を開発できる，
4）定年退職後の生きがいにつながるといったこ
とである。
　実は，この副産物的効果こそが，今現在多くの
企業がより大きな効果を求めて企業ボランティア
活動を行う理由ともなっている。

３　企業ボランティア活動から得られるもの

　NCVO（2019）は，企業，従業員，NPO 側，三
者の企業ボランティアに参加するモチベーション
をまとめている。それによると，企業側は，能力
開発をサポートする，職場の雰囲気を良くすると
いった，従業員に利益をもたらすことだけでな
く，生産性の向上，ビジネスのイメージと評判の
向上，組織戦略のサポート，チーム間のサイロ化
の解消等，ビジネスにも利益をもたらすとしてい
る 41）。従業員側の動機は「人を助けること」が中
心的ではあるが，企業ボランティアにおいては，

「新しいスキルを学ぶこと」の割合が特に高くな
っているという。同様の傾向は，JILPT（2020）の
日本の大企業の正社員に対するアンケート調査か
らも垣間見られる。ボランティア活動の参加によ
って，「有用な情報や人脈を得られた」「新しい知
識や技術，経験を得られた」「生きがいをもつこ
とができた」といった自分自身のためになる項目
での割合が比較的高い傾向にあり 42），ヒアリング
調査からも「経験値の拡大」や「仕事やキャリア
に役立つ」といった能力開発面に作用する意見が
多く聞かれている 43）。
　Peterson（2004）は企業ボランティアの調査 44）

から，ボランティア活動への参加の有無が，従業
員の仕事関連のスキル（チームワークスキル，コミ
ュニケーションスキル，プロジェクト管理スキル，
およびリーダーシップ／人的スキル）が向上するか
どうかを分析し，企業ボランティア活動への参加
は，1）仕事関連スキルを向上させ，特にチームワ
ークスキルを最も向上させる，2）自身の会社のフ
ォーマルなボランティア活動に参加している場合
には，仕事関連スキルが向上する，3）組織へのコ
ミットメントは，企業ボランティアプログラムを
持っている企業でボランティアをしている人と，

プログラムを持っていない企業でボランティアを
していない人を比べると前者の方が高い。4）企業
ボランティア活動への参加と仕事の満足度の向上
は，男性は関係がみられず，女性は強い関係がみ
られている。Grant（2012）は，企業ボランティア
参加と継続を促すワークデザインモデルを論じて
いるが，能力開発的目的のほかに，逆に現在の仕
事に充実感がない場合に，企業ボランティアへの
関与が代償的にモチベーションの向上に役立つ可
能性があると論じている。
　このように，企業ボランティアへの参加は，従
業員の成長を促し，満足度を上げ，仕事へのモチ
ベーションが高まり，企業への定着率や生産性の
向上につながると考えられる。企業ボランティア
の利点については，企業や NPO，中間支援組織
等でフォーカスされることが多いが，それを裏付
ける量的調査による学術的研究は実はそれほど多
くはない。そしてネガティブな影響について語ら
れることは極めて少ない。

４　企業ボランティアの方向性

　企業ボランティアのポジティブな部分の理解は
比較的進んでいるものの，ネガティブな部分も理
解した上で，方向性を見極める必要があるだろ
う。そのためには，「企業ボランティア」を一括
りにして議論せず，何らかの軸で分類し特徴を掴
む必要がある。
　Meijs and van der Voort（2004）はまだ企業ボ
ランティアがあまり一般的に認知されていない時
期に，分析する軸として，就業時間とプロブラム
の主導性による分類を提示し，ボランティア，専
門家，企業とのワークショップでのインタビュー
調査から，ボランティアプログラムの行われ方に
よって，どのような認識で受け止められるのかを
聞き取っている。
　分類軸は，就業時間が「内か」「外か」か，選
択を主導しているのは「従業員か」「企業か」の
2 軸，4 分類である（表 1）。【A】は就業時間外に
従業員の選択によって行われる活動であり，企業
は支援や奨励すれど関与しない形態である。【B】
は就業時間中に従業員の選択によって行われる活
動であり，理想的な企業ボランティアの形である
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とする。Meijs and van der Voort は，企業の目指
すゴールと従業員が目指すゴールが重なり合うこ
と，従業員の意思や時間に寄り添って作成されて
いることが重要であると論じる。会社が先導する

【C】や【D】の象限については，刑務所のように
会社が従業員の生活を管理する制度化につながる
一種の悪夢＝「A real nightmare ?」や，賃金労
働 と ど う 違 う の か ＝「Is this volunteering or 
paid work?」として認識されることを指摘してい
る。特に，活動がキャリア開発や評価に関連して
いる場合，その認識はさらに悪化し，「これはボ
ランティアなのか？」という質問を引き起こすこ
とになる。また，事業主が従業員の自主的なボラ
ンティア活動を支援する状態【A】から，事業主
の主導でいくつかの活動のみに限定するようにな
った場合【D】，否定的な反応が強くなるという。
　NCVO（2019）は，企業ボランティアプログラ
ムを 3 つに分類してその割合（複数回答）を示し
ており，その 3 つは表 1 の【B】 【C】 【D】にあた
る。1）就業時間中に，雇用主が主催するボランテ
ィア活動を行った：26％（【D】にあたる），2）就
業時間外に，雇用主が主催するボランティア活動
を行った：36％（【C】にあたる），3）就業時間中
に，雇用主が主催していないが参加時間を与えボ

ランティア活動を行った：53％（【B】にあたる）
となっている。最も割合が高いのが，3）の従業員
の自主的な活動に任せて，就業時間中の活動を認
めている【B】で，そして意外にも，2）の就業時
間外に雇用主が主催するボランティア活動に参加
する【C】が 36％と高くなっている。
　表 1 の認識を踏まえつつ，企業ボランティアプ
ログラムの方向性について，Meijs and van der 
Voort は表 2 のように示している。それによる
と，多くの企業の場合は企業ボランティアの奨励
政策【A】からスタートして，【B】（→①）か

【D】（→③）に行く。いずれも就業時間内に行わ
れる活動になる。ボランティア本来の自発性を求
めれば，活動としては【A】か【B】が望ましい
が，【D】のような，例えば，教育訓練やプロジ
ェクトワーキングの一環として参加する状態であ
ったとしても，それがきっかけで【A】（→④）
や【B】（→②）といった，従業員が主体的に参加
するボランティアに参加するきっかけとなるとい
う。
　多くの日本企業の現在地が【A】であるとする
ならば，行くべき方向性は就業時間中に行うボラ
ンティアプログラムを構築することで，プログラ
ムの構築にあたっては従業員の意見を取り入れて

表 1　企業ボランティアに対する認識

Employee’s own time
（就業時間外）

Employer time
（就業時間内）

Employee chooses volunteer work
（従業員選択のボランティア：ボトムアップ）

【A】
This is volunteer work, but the company 
has nothing to do with it.
これぞボランティア活動，でも企業は何も
やることないよね。

【B】
Corporate employee volunteering but what 
are the companies’ motivations for this?
企業ボランティアといえばこれ，でも企業
のモチベーションは何？

Employer chooses volunteer work
（企業選択のボランティア：トップダウン）

【C】
A real nightmare?
まさに悪夢？

【D】 
Is this volunteering or paid work?
このボランティアって賃労働では？

出所：Meijs and van der Voort（2004），訳は筆者による。

表 2　企業ボランティアの発展

Employee’s own time
（就業時間外）

Employer time
（就業時間内）

Employee chooses volunteer work
（従業員選択のボランティア：ボトムアップ）

【A】
Corporate volunteerism policy
ボランティアの奨励政策

【B】
Corporate volunteering
企業ボランティア

Employer chooses volunteer work
（企業選択のボランティア：トップダウン）

【C】
Company volunteer ‘coercion’
企業によるボランティアの無理強い

【D】 
Donation of company time
会社の時間を寄付すること

出所：表 1 と同じ。

①

②

④

③
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選択できるようなものにしたり，個人で行う活動
を支援する策も同時に用意しておくということで
あろう。
　宮坂（2018：27-30）はMeijs and van der Voort
の研究を取り上げつつ，今現在は A～D の分類
すべてが「企業ボランティア」として認識されて
いて，「共通の」概念がないままにポジティブな
部分のみがクローズアップされている現状に対し
て問題提起し，企業ボランティア活動は，仕事と
仕事を離れた時の役割を明確に分けている個人に
とって，仕事とボランティアとの境界をぼやけさ
せるため，ネガティブに反応しがちになるとす
る。就業時間中の活動で，業績評価や教育訓練に
ボランティア活動が活用されていた場合，「無理
矢理ボランティアに関与させられている」という
思いを抱いたり，「恨みや憤り」を生み出す可能
性もある。宮坂は，そういったことも含め，企業
ボランティアがその性格上「管理された」ボラン
ティアであるということを前提にして企業ボラン
ティアの限界を指摘するアプローチも必要である
と論じている。
　JILPT 編（2019：53-58；2020：65-68）の調査研
究によると，会社に求めるボランティア活動の支
援策に対する回答は，会社側が活動時間を与える
ことに関連する項目が上位を占めている。ただ，
ボランティア休暇制度があったとしても，「なか
なかボランティアに行きたいといえる状況にな
い」ため，「半強制的に行けと言われた方がいき
やすい」「上層部や上司が推奨する」「人材育成の
一環として位置づける」など，トップダウンによ
る活動の方がしやすいという指摘も多く聞かれ
た。確かに，宮坂の懸念は一理あるが，日本の企
業文化を考えると，表 2 の【D】も道筋としては
有用で，より自発的な【B】や【A】へ発展的に
移行できるようなプログラムも用意しつつバラン
スよく組んでいくことが望まれよう。

Ⅴ　検討と課題

　改正高年法の社会貢献事業のしくみに対する 2
つの疑問に対し，「ボランティアとは何か」と

「営利企業が非営利の社会貢献活動をする意味と

方法」について企業ボランティアの視点から議論
してきた。ここでまとめ，検討を加えたい。
　改正高年法の「社会貢献事業」での高年齢者の
働き方は，雇用でない有償活動で，「純粋無償の
ボランティア」と「有給労働」との中間形態とい
えるだろう。ボランティアとして位置づけるなら
ば，「自発性」と「無償性（非対価性）」を明確に
する必要性があり，活動内容や役割についてのイ
メージを共有する必要があるだろう。ボランティ
アの労働者性は有償か無償かで判断されるもので
はなく，たとえ無償であっても，使用従属性が認
められれば労働者と判断される。逆に，有償であ
っても実質的には対価性がなく好意の関係であれ
ばボランティア，ということになるだろう。た
だ，ボランティアか労働者かという二分法から，
ボランティアでもなく労働者でもない，「社会的
有用労働」というゾーンが顕在化しつつある現
在，こういった働き方を積極的に認める時期にき
ているのかもしれない。
　改正高年法の「社会貢献事業」は，企業が行う
措置であるため，企業ボランティアとしての性格
を持つ。欧米では経済不況を端に発し 1980 年代
以降急速に広がりをみせ，近年では特に SDGs や
CSR の流れを受けてさらに拡大傾向にある。日
本に先んじて広がっている欧米，特に英国の事例
をみると，克服すべき共通の社会テーマに向かっ
て活動する「企業アソシエーション」という企業
共同体での取り組みは，「社会貢献事業」のやり
方として 1 つのヒントとなるかもしれない。日本
にも同じような例がなくはない。東日本大震災の
復興過程での支援活動には企業や NPO，自治体
がセクターを超えた連携が加速度的に進み，企業
が積極的に活動を行った 45）。2011 年の経団連の 1
％クラブ 46）の調査によると，企業等による金銭的
支援額は約 1200 億円に上り，ボランティアに関
しては，約 260 社が活動参加を呼びかけ，約 18
万人が活動に参加している。この時に参加してい
る多くのボランティアは，自らの意志で現地に赴
き，それを企業がバスを出したり，有給のボラン
ティア休暇を付与したり，あるいは現地の NPO
等と協働したり，従業員を出向させたりとさまざ
まな形で支援した。しかし，その後，あまり目立
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った形でこのような連携は生まれていないように
思う。
　企業にとって，社会貢献活動に取り組む理由
は，社会的要請に答え，企業イメージを向上させ
て株主を納得させることにある。経営幹部や管理
職の判断で行われる金銭的貢献から一歩進んで，
ボランティアによる時間や人材，スキルによる貢
献に踏み出すということは，従業員を意識的に主
体として巻き込む覚悟が必要であり，その副次的
効果として，従業員の能力や満足度の向上と，定
着率や生産性を高めることが期待できる。しか
し，企業ボランティアプログラムの意志の所在に
よっては，効果があるどころか，強制的な参加と
して反感を買う可能性もある。
　改正高年法の「社会貢献事業」に引きつけて考
えると，高年齢者の自発性を担保し，企業とNPO
等のミッションとが重なり合う制度作りが求めら
れよう。よくわからないまま活動に参加した場
合，「企業によるボランティアの無理強い」（表 2
の【C】）と感じ，労働問題にまで発展する可能性
もある。ただ，会社主導であっても，現役の頃か
ら NPO 等への出向や就業時間中のボランティア
活動（同表【D】）に係わっていれば，定年退職後
にスムーズに「社会貢献事業」での活動に移行す
る可能性は大いにあるだろう。定年退職後のスム
ーズなセカンドキャリアへの移行には，現役時代
からかかわり始めることが重要であり 47），今般の
改正高年法の「社会貢献事業」が契機となって，
現役世代にも企業ボランティア活動とパラレルキ
ャリアが普及することが期待される 48）。
　最後に，今後の課題について述べておきたい。
本稿では，企業と従業員側に絞って，改正高年法
の「社会貢献事業」に係る課題について述べてき
た。しかし，受け入れ側の NPO の課題について
は触れていない。日本の NPO は近年成長してき
ているとはいえ，欧米に比べて規模は小さく，財
政基盤がぜい弱なところが多い。大企業のボラン
ティアを受け入れる受容力がどれほどあるかは未
知である。改正高年法の「社会貢献事業」はしく
みや手続きが複雑なこともあって，受けることに
二の足を踏む団体もあるだろう。協働したいと思
っても，お互いにどのように探せばよいかとい

う，マッチングの問題もある。今後，受け入れ側
のハードルが何かを紐解くことは最重要課題であ
るといってよい。学術的な研究課題としては，日
本の企業ボランティアの量的，実証的研究が必要
である。
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関する調査」（モニター調査）による。設問は「（これまで行
ったボランティアや社会貢献活動で最も熱心に活動した団体
について）その団体での活動は，どのようなきっかけで始め
られましたか。」（単数回答），選択肢とその割合は以下の通
り。「自分で探した，偶然知った」19.5％，「家族から誘われ
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た」6.9％，「友人・知人から誘われた」21.5％，「職場や仕事関
係で誘われた」19.3％，「地域のつながりで誘われた」21.4％，

「義務，義理，輪番等」8.7％，「その他」2.6％。
19）仁平（2011）はボランティア活動の歴史から深く掘り下げて

論じている。
20）仁平（2011：175）。
21）仁平（2011：386-392）。
22）小野（2016：277-280）。
23）小野（2005）。さわやか福祉財団（2019：14-15）では，「助

け合い活動」の有償ボランティアに交付される金銭について，
労力の提供に関して交付される金銭であって，賃金でも謝礼
金でもないものもあるとし，「労力提供をほめるための報償
金，それをすすめるための奨励金，労力提供してくれた者と
の友好関係を継続する目的で交付するお返し」などがあると
する。最後の「お返し」的な金銭の受け渡しは，「互酬」と解
すことが出来る。「互酬」（reciprocity）については，ポラン
ニー（1980：88-102）は再分配，交換と共に，市場経済社会以
前からの人間の経済における原始的行動パターンであると論
じ，その重要性を説いた。仁平（2011：379-382）は，「有償
ボランティア」が「互酬性」という言葉で説明されることに
ついて「〈それはボランティアであるか／ないか〉という同定
問題の対象となった諸活動を全て外延として包摂できる便利
な思想財だった」と述べている。「互酬」は「対価」ではない
が，間接的な「見返り」を期待する気持ちを否定しないため，
ボランティア活動参加や継続の動機として不可欠の概念とし
て捉えられる。学術研究としても活動参加，継続の動機の分
析視点として調査設計の中に取り入れていく必要がある。

24）労働者性の判断は，個別に使用者の指揮監督下における労働
かどうか，すなわち使用従属性があるかどうかを判断される。
判断要素としては以下の 9 つが挙げられる。①業務遂行上の
指揮監督関係の存否と内容，②報酬の性格と額，③具体的な
仕事の依頼，業務指示等に対する諾否の自由の有無，④時間
的拘束性および場所的拘束性の有無や程度，⑤労務提供の代
替性の有無，⑥業務用の機器の負担関係，⑦専属性の程度，
⑧服務規律の適用の有無，⑨公租などの公的負担関係。

25）Migrant Advisory service v Mrs K Chaudri ［1998］UKEAT 
1400_97_2807, X v Mid Sussex Citizens Advice Bureau and 
another ［2012］ UKSC 59 等。前者のケースでは，原告は週 4
日，計 12 時間ボランティアをして，費用名目で 25 ポンドを
得ており，有給の病気休暇が適用されていたことなどから労
働者として認められた。後者のケースは，原告のボランティ
ア活動が「自発的」であると判断され，雇用審判が介入する
問題でないと退けられている。

26）Maria D Armitage v Relate & others （8 December 1994；
Case No 43538/94）, Murray v Newham Citizens Advice 
Bureau ［2000］ UKEAT 1096_99_0607 等。両ケースともボラ
ンティア活動期間中に何らかのトレーニングを受けており，
期間中に自己都合で辞めた際に費用の弁済を求められたこと
に不服を申し立てた。トレーニング終了後に有給職員に登用
する道が設けられていたり，雇用者と同じように苦情処理，
懲戒手続き，休暇の申請手続きなどが適用されていたことか
ら労働者として判断されている。なお，皆川（2020）は，研
修生等の労働者性について，「研修やインターンシップ，ボラ
ンティア活動などのように，典型的な有償労働とは異なり，
役務提供者自身の教育・研修目的や自発性に基づく面のある
活動についても，その役務提供の契約形式にかかわらず，「労
働者」としての徴表を認めうる場合には労働法令の適用があ
る」と述べている。

27）英国の NCVO では，ボランティアと雇用に関する法律につ
いて説明を行い，留意すべきポイントなどを示している。

https://knowhow.ncvo.org.uk/tools-resources/volunteers-
and-the-law（2021 年 5 月 30 日アクセス）

28）小野（2005：19-22）。
29）さわやか福祉財団（2019：9-22）。
30）皆川（2020）より引用。領事シニアボランティア事件，事件

番号平成 23 年（行ウ）2 号，京都地方裁判所判決平成 27 年 4
月 10 日，大阪高等裁判所判決，平成 28 年 6 月 29 日。

31）米経済誌『Fortune』が年に 1 回，企業の総収入に基づいて
全米上位 500 社をランキングしたリスト。Boston College

（2009）では，Fortune500 への調査から 200 超の企業から回答
を得て企業ボランティアと寄附の有効性について報告してい
る。

32）  1 年以内に行ったボランティアのうち，「企業ボランティ
ア」が主と答えた割合。

33）NCVO（2019：9）。
34）Rodell（2013：1274）。
35）近年，ボランティアの参加形態がフォーマル（formal）か，

インフォーマル（informal）か，というカテゴリ分けが行わ
れている。（1）フォーマルは公式／組織ベース，（2）インフ
ォーマルは非公式／直接のボランティア活動になる。 フォー
マルは組織等グループを通じて行われ，（2）はより直接的な
個別の活動になる。個人の活動も，NPO 等でボランティアと
して行っている場合はフォーマル，個人で近所の公園の清掃
や隣人の世話などを行う活動はインフォーマルというカテゴ
リ分けで認識される（Derecskei and Nagy 2020）。

36）Peterson（2004：615）。.
37）Derecskei and Nagy（2020）は，国別のデータを使ってボラ

ンティアの特徴をクラスター化し，類似するグループを見い
出している。それによると，英国，米国，カナダ，ニュージ
ーランド，オーストラリア，オランダは最も傾向が近い。日
本は独自性が強く，比較的近いクラスターは，イタリア，ス
ペイン，韓国，ベルギー，スロベニアという結果が出ている。

38）ベケット・笹川平和財団編（1990：89-92）。
39）ベケット・笹川平和財団編（1990）には 10 事例が掲載され

ており，本稿では同報告書の掲載順に事例 1～10 としている。
なお，事例 5，10 は本稿では紙幅の関係上言及していない。

40）「エンタープライズ・エージェンシー」とは地元企業，地方
自治体，およびコミュニティの団体等によって設立され，こ
ういったプロジェクトのハブとなって，運営助言および指導
する役割を果たす組織である。同報告書の事例 3 は，イース
トロンドン協定のエンタープライズ・エージェンシーを取り
上げている。

41）NCVO（2019：13-15）。
42）JILPT（2020：26）。
43）JILPT（2019：37-43）。
44）調査対象者は米国の中西部の大規模な州立大学の卒業生のデ

ータベースから 1000 人の名前をランダムに選択している。回
答率は 34.6％，有効回答数は 278 件。

45）  JILPT（2014）では，復興過程で企業と NPO，被災自治体
が協働する事例を数多く取り上げている。

46）1％（ワンパーセント）クラブは，1990 年に発足し，現在は
経団連企業行動・SDGs 委員会の下部組織である。米国にも
同様の企業が集まったクラブがあり，経常利益や可処分所得
等に対する一定割合を社会貢献活動に拠出している。

47）浦坂（2012），梶谷（2016）。
48）  JILPT（2019）では，ドラッカー（1999）が提唱するパラレ

ルキャリアを鍵とした「第二の人生」の考え方をベースに，
パラレルキャリアとして行うボランティアや社会貢献活動が，
仕事や定年後の生き方をより豊かにするという仮説を持って
研究を進めている。
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　おの・あきこ　労働政策研究・研修機構副統括研究員。
ボランティア関連の近著は『人生 100 年時代の企業人と社
会貢献活動に関する調査』（JILPT 調査シリーズ No. 197, 
2020 年）。労働経済学専攻。


